
貸 借 対 照 表

（ 2019年３月31日 現在 ）

株式会社バッファロー・IT・ソリューションズ （単位：千円）

科  目 金  額 科  目 金  額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

467,301 1,320,487

現 金 及 び 預 金 1,862 買 掛 金 123,691

商 品 55,973 短 期 借 入 金 702,000

売 掛 金 248,246 未 払 金 139,434

未 収 入 金 147,748 未 払 費 用 71,058

前 払 費 用 10,494 預 り 金 5,498

立 替 金 13 前 受 金 269,312

未 収 消 費 税 2,961 未 払 法 人 税 等 3,950

仮 受 金 5,542

11,916

長 期 前 受 金 11,916

82,962 1,332,404

4,250 （ 純 資 産 の 部 ）

建 物 附 属 設 備 1,801 △ 782,140

工 具 器 具 備 品 326 98,000

レ ン タ ル 資 産 2,123 10,000

5,293 △ 890,140

ソ フ ト ウ ェ ア 5,293 利 益 準 備 金 23,492

73,419 そ の 他 利 益 剰 余 金 △ 913,633

長 期 前 払 費 用 58,227 繰 越 利 益 剰 余 金 △ 913,633

敷 金 4,312

繰 延 税 金 資 産 10,878 △ 782,140

550,263 550,263

利 益 剰 余 金

投 資 そ の 他 の 資 産

純 資 産 合 計

資 産 合 計 負 債 ･ 純 資 産 合 計

資 本 金

無 形 固 定 資 産

そ の 他 資 本 剰 余 金

有 形 固 定 資 産

株 主 資 本

流 動 資 産 流 動 負 債

固 定 負 債

固 定 資 産 負 債 合 計



株式会社バッファロー・IT・ソリューションズ （単位：千円）

1,836,718

1,606,069

売 上 総 利 益 230,649

795,333

営 業 利 益 △ 564,683

受 取 利 息 0

雑 収 入 80 80

支 払 利 息 8,441

雑 損 失 14 8,456

経 常 利 益 △ 573,059

固 定 資 産 除 却 損 10 10

税 引 前 当 期 純 利 益 △ 573,070

法人税、住民税及び事業税 △ 143,328

法 人 税 等 調 整 額 △ 1,936 △ 145,265

当 期 純 利 益 △ 427,805

損 益 計 算 書

（自2018年４月１日 至2019年３月31日）

売 上 高

科    目 金    額

売 上 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

特 別 損 失



１．重要な会計方針に係る事項

(1）棚卸資産の評価基準及び評価方法
商品…総平均法による原価法

(2）固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産…定率法
 取得価格が10万円以上20万円未満の資産については、3年間均等償却をしております。
②無形固定資産 … 定額法
③長期前払費用 … 定額法

(3）重要な引当金の計上基準

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の
見込額に基づき計上しております。
 なお、数理計算上の差異は各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数（５年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から
費用処理することとしております。

(4）消費税等の処理方法
税抜方式により処理しております。

(5）連結納税制度の適用
連結納税制度を適用しております。

２．表示方法の変更に関する事項

３．株主資本等変動計算書に関する事項

(1）発行済株式の種類及び総数に関する事項
株式の種類 前事業年度末 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末
普通株式 200株 - - 200株

(2）剰余金の配当に関する事項
該当する事項はありません

退職給付引当金

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年２月16日）を当事業年度より
適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方法
に変更しております。


